
 

 

 

 

 

 

 

（仮称）お茶の水女子大学新学生寮整備運営事業 

募集要項等に関する質問回答書（１回目） 
 

 

 

 

 

１ 本質問回答書は、令和８年８月 18 日（火）から８月 19 日

（水）までに受け付けた「（仮称）お茶の水女子大学新学生寮

整備運営事業」の募集要項等に関する質問書を項目順に整理し、

その回答を記載したものです。 

２ 質問の内容は、質問者の記載どおりとしています。ただし、

質問の記載位置については、本学で整理していますので注意し

てください。 

 

 

 

 

 

 

令和８年９月１日 
 

国立大学法人 お茶の水女子大学 
 

  



 (１) 

＜ ① 募集要項に関する質問 ＞ 

 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

1  事業の方式 3 1 6 (4) 2)   

募集要項３ページに２）事業の
方式と記載ありますが、正しくは
７）事業の方式ではないでしょう
か？ご教示下さい。 

「2) 事業の方式」を「７） 事業の
方式」に修正します。 

2  
設 計 業 務 等 の
実施期間 

3 1 6 (3) 1)   

事業契約締結が令和 9 年 3 月
下旬、改修工事着手可能日が
令和 9 年 4 月 1 日とされていま
すが、設計業務及び事前調査
業務を実施する期間についてど
のようにお考えかご教示いただ
けますでしょうか。 

令和１１年４月１日の供用開始が
可能なこととし、事業者の提案に
よるものとします。 

3  
事 業 契 約 締 結
前の業務着手 

3 1 6 (3) 1)   

事業契約締結前に設計業務又
は事前調査業務に着手すること
は可能でしょうか。 

基本協定書（案）第 7 条に基づく
ものであれば、設計業務又は事
前調査業務に着手することは可
能です。 

4  
事 業 期 間 の 評
価 

3 1 6 (3) 2)   

45 年未満の維持管理・運営期
間を提案すること自体を理由とし
て、提案評価上不利に取り扱わ
れることはないとの理解でよろし
いでしょうか。 

ご理解の通りです。 

5  事業の範囲 5 1 6 (5) 4)   

募集要項５ページに４）事業の
範囲と記載ありますが、正しくは
３）事業の範囲ではないでしょう
か？ご教示下さい。 

「4) 事業の範囲」を「3） 事業の
範囲」に修正します。 

6  
大 規 模 修 繕 業
務の範囲 

5 1 6 (5) 4) ② ｴ 

除外される「全面更新等を目的
とした大規模修繕」の判断基準
をご教示いただけますでしょう
か。 

要求水準書 p33 において、「本
事業における大規模修繕とは、
要求水準書及び提案書に示す
サービス水準を維持するととも
に、入居者及び利用者の安全
性及び維持管理運営の経済性
を確保できるようにすることを目
的として実施するものであり、当
該目的が到達できているのであ
れば、これらを超える、建築仕上
及び設備機器の全面更新等ま
でをも求めているものではない」
と位置付けています。 

7  
運 営 業 務 の 範
囲 

5 1 6 (5) 4) ③  

本施設の入居者と賃貸借契約
を締結する当事者は貴学であ
り、事業者ではないとの理解でよ
ろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。ただし、本学
と入居者で賃貸借契約は締結
せず、本学が入居者の入居申
込に対して入居許可を与えるこ
ととします。 

8  
入 居 者 募 集 業
務の役割分担 

5 1 6 (5) 4) ③  

入居者募集に係る広告掲載、募
集ページの制作・更新、問い合
わせ対応、内覧対応及び申込
受付について、貴学と事業者の
役割分担をご教示ください。 

入居者の募集・選定は、本学に
て実施しますが、事業者には、
募集・選定にあたって使用す
る資料（説明文、図面、写真、そ
の他の情報等）の提供をお願い
します。なお、内覧については、
現時点では想定していません。 

9  
入 居 手 続 業 務
の役割分担 

5 1 6 (5) 4) ③  

入居決定後の契約・誓約等の手
続について、貴学と事業者の役
割分担をご教示ください。 

「① 募集要項に関する質問番
号８」への回答を参照してくださ
い。なお、要求水準書 p36 の入
居手続き代行業務としては、鍵
の収受、本施設の利用方法の説
明等とします。 

10  
家 賃 収 納 業 務
の役割分担 

5 1 6 (5) 4) ③  

入居者からの家賃の収納、滞納
督促及び退去精算について、貴
学と事業者の役割分担をご教示
ください。 

要求水準書p36 の通りとし、滞納
督促及び退去精算については、
事業者の業務範囲となります。 

11  
生 活 利 便 サ ー
ビス業務 

5 1 6 (5) 4) ③ ｵ 

生活利便サービス業務につい
て、貴学が想定される具体的な
業務内容をご教示いただけます
でしょうか。 

要求水準書 p39 の通り、本施設
における学生の入居者が、テレ
ビ、電子レンジ、掃除機、寝具等
の生活品をレンタルできるように
する業務を、事業者の独立採算
にて実施することとします。 



 (２) 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

12  
生 活 利 便 サ ー
ビス業務の料金
設定 

5 1 6 (5) 4) ③ ｵ 

生活利便サービス業務の利用
料金は事業者が設定できるとの
理解でよろしいでしょうか。貴学
の事前承認を要する場合はその
手続をご教示ください。 

要求水準書 p39 の通り、生活利
便サービス業務の利用料金（レ
ンタル金額）は、事業者の提案
によるものとしますが、市場価格
と乖離しないようにすることとして
います。 

13  
生 活 利 便 サ ー
ビス業務の利用
形態 

5 1 6 (5) 4) ③ ｵ 
生活利便サービス業務は入居
者に対して利用を必須とすること
が可能でしょうか。 

入居者による生活利便サービス
業務の利用は、任意とします。 

14  
事業者提案によ
る運営業務 

5 1 6 (5) 4) ③ ｶ 

事業者提案による運営業務にお
いて、長期休暇期間中の短期滞
在利用等、貴学の学生以外に
対して施設の一部を提供するこ
とは可能でしょうか。 

本学の学生以外の利用はできな
いものとします。 

15  
応 募 者 の 構 成
等要件 

7 1 8 (1) 1) ③  

「事業者から直接業務を受託
し、又は請け負うことを予定して
いる者」を協力会社と定義されて
いますが、SPC を組成する場
合、建設業務の下請け業者や
維持管理業務の再委託先など
は協力会社に含まなくて良いと
いう認識でよろしいでしょうか。 

応募企業又は応募グループの
構成員及び協力会社に、設計
に当たる者、建設に当たる者、
工事監理に当たる者、維持管理
に当たる者、運営に当たる者が
含まれていれば、それらの者か
らの下請け業者や再委託先を含
める必要はありません。 

16  
応 募 者 の 構 成
等要件 

7 1 8 (1) 1) ③  

「事業者から直接業務を受託
し、又は請け負うことを予定して
いる者についても（中略）応募参
加資格申請書の提出時におい
て明らかにすること」とあります
が、応募企業が建設会社の場
合、協力会社となる下請け業者
等を全て明らかにし、応募参加
資格確認申請書を提出するの
は、現実的ではないため、要件
を修正して頂けないでしょうか。 

「① 募集要項に関する質問番
号 15」への回答を参照してくださ
い。 

17  
構 成 員 及 び 協
力 会 社 の 資 格
要件 

9 1 8 (1) 3)   

募集要項９ページに３）応募グル
ープの構成員及び協力会社の
資格等要件に「同一業務を複数
の者で実施する場合には、当該
複数のいずれかの者が満たせ
ばよいものとする。」の記載があ
りますが、設計を複数で行う場
合、1 社でも条件を満たしていれ
ば、満たせていない他の者も構
成員として参加する資格がある
と考えてよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

18  
特 別 目 的 会 社
への出資 

10 1 8 (1) 6)   

出資比率の合計が全体の 50%を
超えることとされていますが、残
余について応募企業又は応募
グループの構成員以外の第三
者が出資することは可能でしょう
か。 

可能です。ただし、最大出資者
は、応募企業又は応募グループ
の構成員であることとしているこ
とに留意してください。 

19  

個別提案、個別
対話、改訂個別
提案 
 

13 1 11 
(1)
～
(3) 

   

改訂個別提案とは、個別提案を
提出した場合に、個別提案の内
容ついて個別対話の中で協議
を行い、その協議内容に基づ
き、改訂個別提案を行った上
で、採否が決定されるとの理解
でよろしいですか。 

ご理解の通りです。 

20  改定個別提案 14 1 11 (3)    

13 ページから 14 ページに記載
されている個別提案と 14 ページ
に記載されている改定個別提案
ですが、改定個別提案と個別提
案の内容の違いについてご教
示下さい。 

「① 募集要項に関する質問番
号 19」への回答を参照してくださ
い。 

21  
現 地 見 学 会 の
参加者 

14 1 12     

現地見学会について、応募グル
ープの構成員のほか協力会社
に所属する者も参加可能でしょ
うか。また参加人数の上限の目
安をご教示ください。 

応募企業又は応募グループの
構成員のほか協力会社に所属
する者の参加も可能としますが、
可能な限り応募グループごとに
参加いただくよう調整してくださ
い。なお、現地見学会を希望す



 (３) 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

る場合は、１回あたりの見学者の
人数を 10 人程度以内に調整し
てください。 
 
別途の見学を希望する場合は、
下記要領にて対応します。 
１．参加申込方法については、

様式 16 に必要事項を記載の
うえ、見学希望日の１週間前
までに、希望日を複数提示の
上、担当部局へメールにて提
出してください。その際、メー
ル本文に見学を希望する場
所も記載してください。 

２．開催期間は提案書の受付前
日の 11 月 24 日（火）までとし
ます。 

３．現地見学の回数に制約はあ
りませんが、運営中の施設で
あることを踏まえ、必要範囲内
の回数とし、それぞれの見学
会を効率的に実施してくださ
い。 

22  現地見学会 14 1 12     

別途の現地見学(現地確認等)
の機会を提供することも検討して
いるとありますが、以下について
ご教示下さい。 
1.参加申込方法(申込書の様式
(記載内容等、見学希望日は複
数提示か、等々) 
2.開催期間の制約はあるか 
3.現地見学の回数に制約はある
か 

「① 募集要項に関する質問番
号 2１」への回答を参照してくだ
さい。 

23  現地見学会 14 1 12     

別途の現地見学会の期間です
が、例えば提案書の受付前日
（11 月 24 日（火））まで可能でし
ょうか？見学可能な機関とその
際の手続き方法をご教示下さ
い。 

「① 募集要項に関する質問番
号 2１」への回答を参照してくだ
さい。 

24  現地見学会 14 1 12     

別途の現地見学会の方法につ
いて、個別（応募表明書及び応
募参加資格確認申請書の提出
者）の見学で良いのか、応募グ
ループごとにまとまっての見学に
限定するのか、また、参加人数
制限があるのかご教示下さい。 

「① 募集要項に関する質問番
号 2１」への回答を参照してくだ
さい。 

25  現地見学会 15 1 12 (4) 1)   

当日連絡する場合は施設課へ
直接お電話を差し上げる方法と
いう理解で宜しいでしょうか？ご
教示下さい。 

ご理解の通りです。 

26  契約保証金 17 1 16     

履行保証保険契約により契約保
証金の納付を免除する場合、被
保険者を事業者とするか貴学と
するかは事業者の選択によると
の理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。ただし、事業
者を被保険者とする履行保証保
険契約が建設に当たる者によっ
て締結される場合は、その保険
金請求権に、事業契約に定める
違約金支払責務を被担保債務
とする質権を本学のために設定
するものとします。 

27  契約保証金 17 1 16 (1)    

本施設の引渡し日とは具体的に
令和 11 年３月 31 日という理解
で宜しいでしょうか？履行保証
保険契約を締結する場合、保険
会社に具体的な年月日情報を
提供する必要あるのでご教示下
さい。 

ご理解の通りです 

28  その他 21 1 28 (5)    

提案内容の検討に当たり、関係
行政機関等と事前協議を行う場
合、協議先及び協議内容の事
前連絡は、施設課へ直接電子メ
ールする方法で宜しいでしょう

関係行政機関との事前協議を希
望する場合は、事前に応募グル
ープごとにまとめて担当部局へ
協議先及び協議内容をメールに
てご連絡ください。なお、事前連



 (４) 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

か？また、個別（応募表明書及
び応募参加資格確認申請書の
提出者）の連絡で良いのか、応
募グループごとにまとまっての連
絡が良いのか、それから、応募
表明書及び応募参加資格確認
申請書提出前でも関係行政機
関等と事前協議を行っても宜し
いでしょうか？ご教示下さい。 

絡に際して、様式は問いませ
ん。 
また、応募表明書及び応募参加
資格確認申請書提出前の事前
協議を行うことを妨げるものでは
ありません。 

29  その他 21 1 28 (4)    

事業者は、応募参加資格確認
申請書により記載した配置予定
の技術者を当該業務の現場に
配置すること。とございますが、
応募参加資格確認申請書の書
式（様式４・５・６）に配置予定の
技術者を記載する項目はござい
ません。この件についてご教示
下さい。 

「(4) 事業者は、応募参加資格
確認申請書に記載した配置予
定の技術者を当該業務の現場
に配置すること。」を削除します。 

30  
事業者に対する
支 払 額 の 減 額
等 

23 2 1 (4) 4)   

「事業計画書で定められた要求
水準等が達成されないことが判
明した場合には、事業者に対し
て支払額の減額措置等を行う場
合がある。」の記載があります
が、設計時におけるモニタリング
時についても対象となるのでしょ
うか？ご教示下さい。 

施設整備業務に関しては、減額
措置の対象としません。ただし、
要求水準等が達成されているこ
との確認（モニタリング）は行うも
のとし、要求水準等の未達は認
められません。詳しくは、事業契
約書（案）の別紙 10 サービス購
入費の減額の基準と方法等を参
照してください。 

31  
モニタリングの
時期 

23 2 1 (4) 2) ①  

設計時のモニタリングを行うと記
載がありますが、設計中におけ
る具体的な時期や回数につい
てご教示ください。 

事業契約書(案)第 14 条および
第 15 条を参照してください。 

32  
モニタリングによ
る減額 

23 2 2 (4) 4)   

モニタリング結果に基づく減額
について、維持管理費相当及び
運営費相当に対する減額率の
上限をご教示いただけますでし
ょうか。 

事業契約書(案)別紙 10 サービ
ス購入費の減額の基準と方法等
を参照してください。なお、減額
率と、減額割合は同義とします。 

33  
財源確保に係る
取組 

24 2 3 (4)    

ネーミングライツ等の取組を導入
する場合、当該取組により生じる
収益の帰属についてどのように
お考えかご教示いただけますで
しょうか。 

当該取組により生じる収益の帰
属は本学とします。 

34  
共 用 部 分 の 光
熱 水 費 等 の 負
担区分 

27 別 1     

本募集要項別紙では、本施設
共用部分及び外構の光熱水費
及び通信費は運営費相当（施設
管理業務）に含むとされていま
すが、要求水準書第 4 章 3(2)4)
では貴学の負担とされていま
す。共用部分及び外構の光熱
水費及び通信費の負担区分を
ご教示ください。 

本施設共用部分及び外構の光
熱水費及び通信費は運営費相
当（施設管理業務）に含むものと
します。 
要求水準書の該当部分を以下
のように変更します。 
【変更箇所】 
要求水準書 p37、4)共用部分に
関する光熱水費及び通信費の
負担 
【変更前】 
本学の負担とする。なお学生交
流施設を含む。 
【変更後】 
本施設共用部分及び外構の光
熱水費及び通信費は運営費相
当（施設管理業務）に含む。 
【追記事項】 
＜様式 27＞の「項目ア」を以下
のように追記してください。 

 ア  施
設管理
業務費

用 

○○円 
（ う ち 本 施
設 共 用 部

分 及 び 外
構 の 電 気
○円、水道

○円、ガス
○円、その
他○円） 

○○ 
（ 電 気 ○ k
Wh/年、水

道 ○ ㎥ /
年、ガス○
㎥ / 年 、 そ

の 他 ○ /
年） 

 



 (５) 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

なお、光熱水量については、原則
として、事業者の提案で固定するも
のとします。 

35  
サービス購入費
の上限と戸数 

27 別 2 (1)    

住戸数を減じて学生交流施設の
室数を増やす提案の場合、サー
ビス購入費の上限額が減少する
一方で、学生交流施設は充実し
ます。この関係を審査上どのよう
に評価されるかご教示いただけ
ますでしょうか。 

事業者選定基準によるものとし
ます。 

36  
保守管理業務と
大 規 模 修 繕 の
区分 

28 別 3 (1) 1)   

維持管理費相当の保守管理業
務には「更新」が含まれる一方、
大規模修繕業務からは全面更
新等が除かれています。昇降
機、受変電設備、給排水管、外
壁及び屋上防水の更新工事は
いずれに該当するかご教示いた
だけますでしょうか。 

「① 募集要項に関する質問番
号 6」への回答を参照してくださ
い。 

37  
施 設 整 備 費 相
当の割賦期間 

29 別 3 (1) 2)   

施設整備費相当の割賦期間に
ついて、維持管理・運営期間より
短い期間を設定し、施設整備費
相当の割賦支払完了後も維持
管理・運営業務を事業期間終了
まで継続する提案は可能との理
解でよろしいでしょうか。 

原則として、認めません。ただ
し、本施設供用開始後の何れの
段階（年度）においても、本学か
ら事業者への支払の年額が、
「改修整備戸数×85％（想定入
居率）×124,000円月/戸×12か
月」の範囲内である（資金ショー
トしない）とともに、個別提案の手
続を経て、本学が採用した場合
に限り可能とします。 

38  
入 退 去 件 数 の
想定 

29 別 3 (1) 4)   

サービス購入費の算定に当た
り、貴学が想定している年間の
入居件数及び退去件数をご教
示ください。 

本学が想定している年間の入居
件数及び退去件数はありませ
ん。 

39  
入 退 去 件 数 増
減時の取扱い 

29 別 3 (1) 4)   

入退去件数の増減に伴う通常の
業務量の変動は、事業者が契
約時のサービス購入費の範囲
内で対応するとの理解でよろし
いでしょうか。 

ご理解の通りです。 

40  
施 設 整 備 費 相
当の支払スケジ
ュール 

29 別 3 (1) 2)   

施設整備費相当について「各半
期末に分割して支払う」とありま
すが、事務手続きが複雑になる
ことを防ぐために、維持管理費
相当と合わせた各四半期末に
お支払いいただくことは可能で
しょうか。 

原案の通りとします。 

41  

施 設 整 備 費 の
一 部 一 括 払 い
へ の 変 更 時 期
及 び 金 額 提 示
時期 

30 別 3 (2) 1) ①  

施設整備費の一部について一
括支払へ変更する場合、当該変
更を検討する旨及び一括支払
額が優先交渉権者に示される時
期について、ご教示ください。 

決定した場合は、速やかに通知
します。 

42  
一 括 払 い へ の
変更に伴う資金
調達コスト 

30 別 3 (2) 1) ①  

施設整備費の一部を一括支払
へ変更したことにより、事業者が
金融機関等との間で調整した融
資条件、金利、手数料等の資金
調達コストに影響が生じた場合、
当該影響をサービス購入費等に
反映することは可能でしょうか。 

決定した場合は、速やかに通知
します。なお、当該通知に伴っ
て、資金調達コストに影響が生じ
た場合は、合理的な範囲で本学
の負担とします。 

43  
施 設 整 備 費 の
一 括 支 払 へ の
変更 

30 別 3 (2) 1) ②  

応募者は施設整備費の全額を
割賦支払とする前提で提案する
一方、本学は事業契約締結まで
に一部を一括支払へ変更する
場合があるとされています。当該
変更に伴って生じる融資組成の
変更費用、コミットメントフィー、
解約費用その他の合理的な追
加費用は、サービス購入費に反
映されるとの理解でよろしいでし
ょうか。 

「 ① 募 集 要 項 に 関 す る 質 問  
番号 42」への回答を参照してく
ださい。 

44  施 設 費 相 当 の 32 別 3 (3) 1) ①  「本施設の完成・引渡しの日まで ご理解の通りです。 



 (６) 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

改定方法 で提案書の提出期限の日から
12 か月を経過した後に日本国
内における賃金水準又は物価
水準の変動により施設費相当が
不適当となったと認めたときは、
相手方に対して施設費相当の
変更を請求することができる」と
ありますが、物価変動前の価格
の基準日は、提案書の提出期
限の日という認識でよろしいでし
ょうか。 

45  
資 金 調 達 及 び
借換えに伴う金
利変動リスク 

33 別 3 (3) 2)   

大学から支払われる施設整備費
相当の支払金利については、事
業期間中に基準金利を改定す
るとされていますが、事業者が金
融機関等から調達する実際の借
入について、借入期間、金利固
定期間又は借り換え時期が当該
基準金利の改定時期と一致しな
い場合に生じる金利差その他の
金利変動リスクは、事業者の負
担となるとの理解でよろしいでし
ょうか。 

ご理解の通りです。事業者がプ
ロジェクトファイナンスにより資金
を調達する場合には、原則とし
て、大学・事業者間、事業者・金
融機関等間の割賦条件（借入条
件）は同等（ただし、スプレッドは
この限りではない）であるものと
認識しています。 

46  
大 規 模 修 繕 費
の物価改定 

33 別 3 (3) 3)   

大規模修繕業務は維持管理費
相当に含まれる一方、維持管理
費相当の改定には「企業向けサ
ービス価格指数・建物サービス」
を用いることとされています。建
設資材、設備機器又は専門工
事労務費の著しい変動により、
大規模修繕費が当該指数と大き
く乖離した場合は、別の指数又
は実勢価格に基づく改定協議
が可能でしょうか。 

原案の通りとします。 

47  
施 設 費 相 当 の
変更に係る物価
指数 

33 別 3 (3) 1) ③  

施設費相当の変更について、
「物価指数等に基づき（中略）協
議して定める」とありますが、具
体的に何の指数を基準とするの
でしょうか。 

基準とする指数として、政府の各
種統計、日本銀行等の公表する
価格指数、その他社会的に相当
程度信頼されている資料等とし
ます。  

48  
施 設 費 相 当 の
変更 

33 別 3 (3) 1) ③  

「14 日以内に協議が整わない場
合にあっては、本学が定め、事
業者に通知する」とありますが、
「14 日以内に協議が整わない場
合にあっては、中立な第三者
（調停人）が間に入り、双方の合
意形成を支援した後、事業者に
通知する」としていただくことは
可能でしょうか。 

原案の通りとします。ちなみに、
当該規定は、「公共工事標準請
負契約約款」に準拠したものとし
ています。 

49  
維 持 管 理 費 相
当の改定算式 

34 別 3 (3) 3) ② ア 

令和 n 年度以降の維持管理費
相当の改定算式に記載された
「SPPI08・10」は、同算式のただ
し書及び定義欄に記載された
「SPPI08・11」の誤記との理解で
よろしいでしょうか。 

当該［SPPI08・10］を［SPPI08・
11］に修正します。 

50  
運 営 費 相 当 の
改定指数 

35 別 3 (3) 4)   

共用部分及び外構の光熱水費
が運営費相当に含まれる場合、
改定に用いる指数は「企業向け
サービス価格指数・労働者派遣
サービス」のみとされています
が、エネルギー価格の変動を反
映する改定方法についてどのよ
うにお考えかご教示いただけま
すでしょうか。 

共用部分及び外構の光熱水費
の改定に用いる指数は、電気に
あっては東京電力、水道にあっ
ては東京都、ガスにあっては東
京ガスの単価等に基づき、本学
と事業者で協議の上、定めるも
のとします。なお、光熱水量につ
いては、原則として、事業者の提
案で固定するものとします。 

51  
共 用 部 光 熱 水
費 等 の 物 価 改
定 

35 別 3 (3) 4)   

共用部分及び外構の光熱水費
並びに通信費は運営費相当に
含まれる一方、運営費相当の改
定には「企業向けサービス価格
指数・労働者派遣サービス」を用
いることとされています。エネル
ギー料金又は通信料金が著しく

「① 募集要項に関する質問番
号 50」への回答を参照してくださ
い。 



 (７) 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

変動した場合は、実費精算又は
別の指数に基づく改定が可能で
しょうか。 

 

＜ ② 様式集に関する質問 ＞ 

No. 項目 頁 様式 1 (1) 質問 回答 

1  
提 案 書 の 提 出
書類(説明書) 

2  5 (8) 

＜様式 30＞～＜様式 49＞の提
出書類につきまして、最終的に
PDF 形式で提出することを前提
として、提供された Word データ
の枠線・レイアウト・記載項目等
を遵守したうえで、PowerPoint 等
の他のアプリケーションソフトを用
いて元データを作成・PDF 化し
てもよろしいでしょうか。 

よろしいです。 

2  
提 案 書 の 提 出
書類(図面等) 

2  5 (9) 

＜様式 50＞～＜様式 62＞の提
出書類につきまして、最終的に
PDF 形式で提出することを前提
として、提供された Word データ
の枠線・レイアウト・記載項目等
を遵守したうえで、PowerPoint 等
の他のアプリケーションソフトを用
いて元データを作成・PDF 化し
てもよろしいでしょうか。 

よろしいです。 

3  
応 募 参 加 表 明
書の印鑑につい
て 

17 3   
認印でよろしいでしょうか。 実印を押印のうえ、提出してくだ

さい。 

4  
応 募 参 加 資 格
確 認 申 請 書 の
印鑑について 

18 4   
認印でよろしいでしょうか。 「② 様式集に関する質問番号

3」への回答を参照してください。 

5  
資 格 認 定 申 請
中 の 場 合 の 様
式記載方法 

19 5   

文部科学省の令和 7・8 年度設
計・コンサルティング業務に係る
一般競争（指名競争）参加資格
について、提案書提出期限まで
に資格を取得する予定であり、
応募参加資格確認申請書の提
出時点では認定申請中の場合、
様式 5 の該当欄の記載方法をご
教示ください。 

様式４ 応募参加資格確認申請
書および様式８設計に当たる者
の資格要件に関する書類 にお
いて、認定申請中の書類がある
旨を記載のうえ、提出いただき、
資格取得後速やかに本学に該
当書類を提出してください。 

6  
資 格 認 定 申 請
中 の 場 合 の 添
付書類 

22 8   

文部科学省の令和 7・8 年度設
計・コンサルティング業務に係る
一般競争（指名競争）参加資格
について、提案書提出期限まで
に資格を取得する予定であり、
応募参加資格確認申請書の提
出時点では認定申請中の場合、
認定を受けていることを証する書
類に代えて、応募参加資格確認
申請時に提出すべき書類をご教
示ください。 

「② 様式集に関する質問番号
5」への回答を参照してください。 

7  
資 格 認 定 後 の
証 明 書 の 提 出
方法 

22 8   

文部科学省の令和 7・8 年度設
計・コンサルティング業務に係る
一般競争（指名競争）参加資格
について、応募参加資格確認申
請書の提出時点では認定申請
中であり、その後、提案書提出
期限までに認定を受けた場合、
認定を受けていることを証する書
類の提出時期及び提出方法を
ご教示ください。 

「② 様式集に関する質問番号
5」への回答を参照してください。 

8  
実 績 提 出 書 類
について 22 8   

業務委託契約書と仕様書（概要
書等）の写しがあれば、図面の
提出は不要ということでしょうか。 

ご理解の通りです。必要とされる
資格要件（実績）が確認できれ
ば問題ありません。 

9  
実 績 提 出 書 類
について 22 8   

個人情報の保護のため、契約書
等に記載された建築主の個人情
報や請負金額等の情報を黒塗り
にした状態で実績書類を提出す

個人情報等にかかる部分を黒塗
りにて、実績書類を提出すること
を可能とします。 



 (８) 

No. 項目 頁 様式 1 (1) 質問 回答 

ることは可能でしょうか。 

10  
資 格 認 定 申 請
中 の 場 合 の 添
付書類 

24 10   

文部科学省の令和 7・8 年度設
計・コンサルティング業務に係る
一般競争（指名競争）参加資格
について、提案書提出期限まで
に資格を取得する予定であり、
応募参加資格確認申請書の提
出時点では認定申請中の場合、
認定を受けていることを証する書
類に代えて、応募参加資格確認
申請時に提出すべき書類をご教
示ください。 

「② 様式集に関する質問番号
5」への回答を参照してください。 

11  
資 格 認 定 申 請
中 の 場 合 の 添
付書類 

25 11   

令和 7・8・9 年度文部科学省競
争参加資格（全省庁統一資格）
について、提案書提出期限まで
に資格を取得する予定であり、
応募参加資格確認申請書の提
出時点では認定申請中の場合、
認定を受けていることを証する書
類に代えて、応募参加資格確認
申請時に提出すべき書類をご教
示ください。 

「② 様式集に関する質問番号
5」への回答を参照してください。 

12  
維 持 管 理 業 務
の実績について 

25 11   

維持管理業務の実績について、
業務完了年度の記載が求められ
ていますが、「期間〇年〇月〇
日～〇年〇月〇日以降毎年自
動更新」と記載することで実績と
して認められますか。 

維持管理業務の実績について、
「期間〇年〇月〇日～〇年〇月
〇日以降毎年自動更新」にて記
載することによる提出を可能とし
ます。なお維持管理業務の実績
については、業務期間 1 年以上
を経過していることとします。 

13  
資 格 認 定 申 請
中 の 場 合 の 添
付書類 

26 12   

令和 7・8・9 年度文部科学省競
争参加資格（全省庁統一資格）
について、提案書提出期限まで
に資格を取得する予定であり、
応募参加資格確認申請書の提
出時点では認定申請中の場合、
認定を受けていることを証する書
類に代えて、応募参加資格確認
申請時に提出すべき書類をご教
示ください。 

「② 様式集に関する質問番号
5」への回答を参照してください。 

14  
運 営 業 務 の 実
績について 26 12   

運営業務の実績について、業務
完了年度の記載が求められてい
ますが、「期間〇年〇月〇日～
〇年〇月〇日以降毎年自動更
新」と記載することで実績として
認められますか。 

「② 様式集に関する質問番号
12」への回答を参照してくださ
い。 

15  納税証明書 27 13   
納税証明書は写しの提出でよろ
しいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

16  
提 案 条 件 の 記
載様式 

46～53 20-27   

提案する維持管理・運営期間、
改修整備戸数及び学生交流施
設の室数を明示する指定欄が見
当たりません。これらの提案条件
は、どの様式に記載すべきかご
教示ください。 

・提案する維持管理・運営期間
は、様式２１の注釈に基づき作
成する資料および様式 33 に記
載してください。 

・提案する改修整備戸数は、様
式２１の注釈に基づき作成する
資料および様式 51（計画概要）
に記載してください。 

・提案する学生交流施設の室数
については、様式 51（計画概
要）に記載してください。 

17  
賃 料 等 の 記 載
様式 

47 21   

事業者選定基準では同点時の
判定に「賃料に関する評価」を用
いることとされていますが、提案
する家賃及び共益費を明示する
指定欄が見当たりません。記載
する様式及び金額の記載条件を
ご教示ください。 

「賃料に関する評価」について
は、事業者選定基準 p9 の 3）  
＜価格評価項目＞（見積金額）
とします。 

18  
長 期 事 業 収 支
計画表 
(損益計算書) 

48～49 22、23   
本様式は Microsoft EXCEL を使
用して作成し、提出についても
EXCEL データが必要になります

本学指定のフォーマットはありま
せん。 



 (９) 

No. 項目 頁 様式 1 (1) 質問 回答 

が、貴学指定のフォーマットデー
タを頂く事は可能でしょうか。 

19  
長 期 事 業 収 支
計画表 
(損益計算書) 

48～49 22、23   

事業年度の記載について、本様
式には「～」で一部期間が省略さ
れていますが、実際に提出する
際には全事業期間を記載すると
いう理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。なお、Ａ３判
で作成することに留意してくださ
い。 

20  
長 期 事 業 収 支
計 画 表 の 記 載
年度 

48～49 22・23   

様式 22 及び様式 23 の年度欄に
は「～」が設けられています。紙
提出版及び Excel データについ
て、提案する全事業年度を記載
するのか、又は指定された代表
年度のみを記載するのか、ご教
示ください。 

「② 様式集に関する質問番号
19」への回答を参照してくださ
い。 

21  
長 期 事 業 収 支
計 画 表 の 記 載
範囲 

49 22   

長期事業収支計画表について、
事業者が提案する施設供用期
間の全年度分を記載するとの理
解でよろしいでしょうか。 

「② 様式集に関する質問番号
19」への回答を参照してくださ
い。 

22  
提 案 書 の 提 出
書類(説明書) 

60 32～49   

提案書については、項目として
は記載されている、ａ 事業全体
の実施方針/ｂ 事業関係者等の
役割分担①  本事業の実施体
制、②  本事業の役割分担/ｃ 
本プロジェクトのマネジメント/ｄ 
その他独自の提案の文言をその
まま用いて作成する理解でよろ
しいですか。また、その他様式に
ついても、同様の理解でよろしい
ですか。 

ご理解の通りです。 

23  
提 案 書 の 提 出
書類(説明書) 60 32～49   

提案書に記載する、本文および
図表について、文字サイズおよ
びフォントの指定はありますか。 

様式集ｐ１、４ 提出書類の作成
方法について を参照してくださ
い。なお、フォントの種類の指定
はありません。 

24  
提 案 書 の 提 出
書類(図面等) 

82 51～62   
提案書に記載する、本文および
図表について、文字サイズおよ
びフォントの指定はありますか。 

「② 様式集に関する質問番号
23」への回答を参照してくださ
い。 

25  
提 案 書 の 提 出
書類(図面等) 82 52   

「内観：個室」および「内観：学生
交流施設」において複数の計画
案を提案する場合、各案ごとに
すべての透視図を作成する理解
でよろしいでしょうか。もしくは、メ
イン案（1 案）のみの作成でもよろ
しいでしょうか。 

複数の計画案を提案する場合の
透視図のカット数は事業者の提
案によるものとします。 

26  
提 案 書 の 提 出
書類(図面等) 

85～89 53～57   

各図面について、縮尺の記載が
ありますが、レイアウト等により縮
尺を変更することは可能でしょう
か。 

可能とします。ただし、セイムスケ
ールでの審査を行いたいため、
どうしても当該縮尺では納まらな
い場合に限るものとし、変更後の
縮尺を明記することとします。 

 

＜ ③ 要求水準書／本文に関する質問 ＞ 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ a 質問 回答 

1  
適用する基準等
及び参考資料 

3 1 1 (4) 4) ⑤   

「大学隣接という安心を基盤に、
災害時は大学と連携した対応と
備えを整え、日常時も防犯性を
確保した住環境とする」とありま
すが、大学と連動した対応と備
えとはどのようなものを想定され
ていますでしょうか。大学側と事
前に打合せ等を行ったうえで提
案を行うのでしょうか。 

要求水準書 p38、６ 防犯・防災
管理業務の業務内容を想定して
います。 

2  
適用する基準及
び参考資料 

4 1  (5) 3)    
3)の項目が見当たらないのです
が、4)の内容が 3)であるという理
解でよろしいのでしょうか。 

「4) 積算」を「3） 積算」に修正し
ます。 

3  
文京区ワンルー
ムマンション等
の 建 築 及 び 管

5        
「文京区ワンルームマンション等
の建築及び管理に関する条例」
の住戸の専用面積に関する基

ご理解の通りです。 
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No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ a 質問 回答 

理に関する条例 準について、「１室の住戸面積を
25 ㎡以上としなければならない」
及び「住戸総数が 15 室を超える
場合は、一部の住戸を住戸面積
40 ㎡以上としなければならない」
との基準については適用対象外
という認識でよろしいでしょうか。 

4  埋蔵文化財 5    1 2 (6) 1)    

埋蔵文化財包蔵地となります
が、試掘調査の対象になった場
合の調査費用は別途と考えてよ
ろしいですか。 

試掘調査が必要になった費用に
ついては、事業者負担とし、発
掘作業の必要が発生した場合の
費用負担は大学とします。 

5  事業期間 5 1 2 (2)     

維持管理運営業務期間は「供用
開始から 45 年間以内で事業者
提案」とされていますが、応募者
が提案可能な事業期間の下限
をご教示ください。 

維持管理運営業務期間の下限
は設けておりません。 

6  
共 同 住 宅 へ の
用途変更 

6 1 2 (7)     

共同住宅への用途変更にあた
り、所管行政庁及び消防との事
前協議結果がありましたらご教
示ください。特に界壁、防火区
画、排煙設備、避難計画等に関
する条件がある場合はご開示く
ださい。 

所管行政庁及び消防との協議
については、事業者選定後に事
業者の提案に基づき、事業者に
おいて行うことを想定していま
す。 

7  
いずみナーサリ
ーの外壁補修 

6 1 2 (7) 2)    

いずみナーサリーは本事業対象
外ですが、ファサードデザイン等
を統一するために、外壁や外構
部分に限り塗装等をすることは
可能でしょうか。 

いずみナーサリーへの運営に支
障がないことを前提として、提案
することも可能とします。 

8  
いずみナーサリ
ーとの維持管理
区分 

7 1 2 (8) 2)    

本事業対象外のいずみナーサリ
ーと本施設で共用する建築設
備、配管、配線、外構等がある
場合、維持管理業務における責
任分界点を図示してご提示いた
だけないでしょうか。 

・排水の状況については、「資料
４_大塚宿舎竣工図」の p102～
104 を参照してください。 

・その他インフラ等の事業範囲に
ついては、追加で下記資料を
提示します。 

・追加資料１_大塚宿舎改修事業
範囲図（防災） 

・追加資料２_大塚宿舎改修事業
範囲図（通信） 

・追加資料３_大塚宿舎改修事業
範囲図（電源） 

9  
提 案 時 に 把 握
困 難 な 既 存 躯
体の不具合 

8 2 1 (2)     

提案時に提供された既存資料及
び現地確認では合理的に把握
することが困難であった、仕上げ
撤去後に判明する躯体コンクリ
ートのひび割れ・欠損、鉄筋腐
食その他の既存躯体の不具合
により追加工事が必要となった
場合、その合理的な追加費用は
貴学との協議対象となるとの理
解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。ただし、軽微
なものはこの限りではありませ
ん。 

10  

提 案 時 に 把 握
困 難 な 既 存 設
備・隠蔽部の不
具合 

8 2 1 (2)     

提案時に提供された既存資料及
び現地確認では合理的に把握
することが困難であった、天井・
壁・床内の既存配管の腐食・漏
水、既存配線の劣化その他の隠
蔽部の不具合により追加工事が
必要となった場合、その合理的
な追加費用は貴学との協議対象
となるとの理解でよろしいでしょう
か。 

ご理解の通りです。ただし、「本
事業の改修範囲について、原則
として躯体を除く、内外装および
設備については、全面的に更新
するものとする。ただし、劣化状
況等を踏まえ、事業者の判断に
より、既存の内外装または設備を
継続使用する提案も可能なもの
とする。」と規定していることに留
意してください。なお、既存の内
外装または設備を継続使用する
ことの判断は、現地見学会等を
通じて事業者の責任で行うものと
します。 

11  設備計画 9 2 1 (5) 1)    

住居棟の居室については、断熱
等性能等級４以上相当とし、当
該規定を満たす計画とする。と
記載ありますが、居室断熱性能４
にするには、現状居室の床は置
床がなくフローリング材直貼りな
ので技術的に対応が難しいと考

本要求は、床を含む特定部位の
断熱仕様又は工法を指定するも
のではありません。既存建物の
状況を総合的に検討し、技術的
に実現可能な方法により当該性
能水準を満たす計画としてくださ
い。なお、具体的な改修範囲、
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No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ a 質問 回答 

えます。現状居室で技術的対応
可能な要求をかみくだいてご教
示下さい。 

仕様及び施工方法は、事業者の
提案によるものとします。 

12  学生交流施設 9 2 1 (4) 3)    

学生交流施設の防音・換気・臭
気対策については、利用想定を
踏まえた上で、事業者想定との
理解でよろしいですか。 

ご理解の通りです。 

13  

住戸タイプ、住
戸に設置する設
備・備品（水廻
り） 

9 2 1 (3)     

キッチンは IH コンロ：２口以上と
記載がありますが、ガスコンロは
NG という理解で宜しいでしょう
か？ご教示下さい。 

ご理解の通りです。 

14  
住戸に設置する
設備・備品 

9 2 1 (3)     

キッチン設備について、「IH コン
ロ：2 口以上」とありますが、同等
仕様の 2 口以上のガスコンロを
採用する提案は可能でしょうか。 

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問 番号 13」への回答を参
照してください。 

15  設備計画 10 2 1 (5) 2) ① ア  

「受電方式は、原則として既存電
気室より供給する。」の記載があ
りますが、「オ 事業者の提案に
より、既存電気室の借室を廃止
する提案も可能とする。」の記載
もあります。この場合、どちらを採
用しても、要求水準書を満たして
いると考えて宜しいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

16  設備計画 10 2 1 (5) 2) ⑤ エ  

「電話設備は管理人室等に必要
な回線を用意すること。」の記載
がありますが、各住戸内には電
話回線は不要と考えて宜しいで
しょうか。 

ご理解の通りです。 

17  
機械設備・衛生
器具 

11 2 1 (5) 3) ② ウ  

自動水栓とすることとあります。
自動水栓は寮室内の洗面化粧
台の水栓が対象と理解してよろ
しいですか。他に想定があれば
ご教示ください。 

自動水栓、自動洗浄弁は、共用
部（学生交流施設等）のみを対
象とします。 

18  
機械設備・衛生
器具 

12 2 1 (5) 3) ② オ  

共用部のトイレには擬音装置を
設置するとありますが、共用部と
は学生交流施設が対象との理解
でよろしいですか。 

ご理解の通りです。 

19  昇降機設備 12 2 1 (5) 3) ⑧ ウ  

扉にはエレベーターホールから
かご内を見通せる窓を設置する
とあります。ホール側の各階イン
ジケーターに内臓モニターを設
置し、防犯カメラの映像により、
かご内が確認可能な場合、扉の
窓は不要としてよろしいですか。 

よろしいです。 

20  ゴミ集塵所 13 2       

ゴミ集塵所の場所を変更・もしく
は増設し、ゴミ回収日には管理
人が運搬することは可能でしょう
か。 

本学よりの指定はありませんの
で、管轄する行政の基準に従っ
て計画してください。 

21  ゴミ集塵所 13 2       
現状、ゴミ集塵所の他に学生が
利用しているゴミ置き場はござい
ますか。 

既存のゴミ集塵所は、職員宿舎
の入居者のみが利用していま
す。 

22  ゴミ集塵所 13 2       
ゴミ集塵所は、現状いずみナー
サリーと合わせて同じ場所を利
用しているのでしょうか。 

隣接するいずみナーサリーおよ
びこども園は、学内の別の回収
場所を利用しています。 

23  自転車置場 13 2 1 (6) 2) ① イ  

1 台あたり 1.8m 以上×0.6ｍ以上
とありますが、文京区の基準では
1.9m 以上×0.6ｍ以上になりま
す。文京区の基準としてよろしい
ですか。自転車用平置き式ラック
(W450nn 以上)の利用を可能とあ
ります。スペースの有効利用を図
る観点から、スライド式や傾斜式
等の方式を採用することは可能
でしょうか。 

駐輪場については、文京区の基
準に従い、整備をしてください。
仕様（スライド式や傾斜式等）に
ついては、事業者の提案による
ものとします。 

24  集塵所 13 2 1 (6) 4) ②   

既存集積所は、5 ㎡弱の狭いス
ペースとなっています。清掃事
務所との協議により、文京区の
設置基準を満たせず、増床等が

ご理解の通りです。 
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No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ a 質問 回答 

必要な場合の対応も本事業に含
まれますか。 

25  集塵所 13 2 1 (6) 4) ②   

一般ゴミ、資源ゴミ、粗大ゴミを
区別できるようにとあります。既存
集塵所内で納まらない場合は、
粗大ゴミスペースを外部に設け
ることは可能でしょうか。 

新学生寮および近隣施設への
影響のない範囲にて外部に設け
ることも可能とします。 

26  集塵所 13 2 1 (6) 4) ②   

現在、大塚宿舎といずみナーサ
リーは区の収集運搬を受けてお
り、同じ集積所を利用していると
の理解でよろしいですか。同じ集
積所を利用している場合、改修
後についても同様の理解でよろ
しいですか。 

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問 番号 21、22」への回答を
参照してください。 

27  
エントランスホー
ル 

14 2 2 (1) 4)  ア  

壁面一体型掲示板等を設置す
るとあります。一体型とは、掲示
板が壁面と同面でフラットに納め
るとの理解でよろしいですか。 

エントランスホール内の内装デ
ザインに配慮するものとし、詳細
は事業者の提案とします。 

28  個室 14 2 2 (1) 1)  ウ  

クローゼット等の収納スペース(1
畳程度以上)を設けるとあります。
以下についてご教示下さい。 
1.収納スペースとは壁や扉で区
画されていなくても、スペースとし
て確保されていればよいか 
2.位置の制約はないか。(玄関の
下足入スペースと兼用や廊下等
に設けても可能か) 

１．壁や扉で区画することを原則
とします。 

２．居室内に設けることを原則と
します。 

 
上記の原則によらない提案につ
いては、個別提案の手続きによ
るものとします。 

29  
防災備蓄スペー
ス 

14 2 2 (1) 4) ④ ア  

入居者数×３日分の水、食料等
（【資料１７】を参照と記載がありま
すが、【資料１６】の間違いではな
いでしょうか？ご教示下さい。 

【資料１７】を【資料１６】に修正し
ます。 

30  
学 生 交 流 施 設
の利用時間 

14 2 2 (1) 2)    
学生交流施設の利用可能時間
は事業者で自由に提案できる認
識でよろしいでしょうか。 

原則、事業者の提案としますが、
詳細については、本学との協議
によるものとします。 

31  
学 生 交 流 施 設
の施錠 

14 2 2 (1) 2)    
学生交流施設をオートロックにて
制御し、居室の鍵で開錠できる
ようにすることは可能でしょうか。 

よろしいです。 

32  
学 生 交 流 施 設
の便所設置 

14 2 2 (1) 2)  ｲ  
学生交流施設内の便所設置に
ついて、個数や仕様等、指定は
ありますでしょうか。 

利便性に配慮し、提案によること
とします。 

33  
エントランスホー
ル、宅配ボック
ス個数 

14 2 2 (1) 4) ① ｳ  

エントランスホールに設置する宅
配ボックスの個数について、最
低個数などの指定はありますで
しょうか。 

改修整備戸数の 30%程度を目安
とします。サイズ等の仕様につい
ては、事業者の提案とします。 

34  
防災備蓄スペー
ス 

14 2 2 (1) 4) ④ ｲ  

「エントランスホールの壁面を活
用するなど、居住者の防災意識
を高める工夫をすること」とありま
すが、壁面収納等に防災グッズ
を格納する等という認識でよろし
いでしょうか。 

ご理解の通りですが、具体的な
設置場所や形態については、事
業者の提案によることとします。
エントランスや共用室などで
備蓄品が見える形で収納する
ことを想定し、内装デザイン
に配慮することとします。 

35  
防災備蓄スペー
ス 

14 2 2 (1) 4) ④ ｲ  

学生交流施設内に防災備蓄ス
ペースを設けることは可能でしょ
うか。 

可能とします。備蓄品が見える
形で収納することを想定し、
内装デザインに配慮すること
とします。 

36  

提 案 段 階 に お
ける関係行政機
関等との協議時
期 

15 2 2 (3)     

関係行政機関等との協議につい
て、提案書提出前に各応募者が
個別に事前協議を実施し、その
結果を提案内容及び見積金額
に反映することを求めるものか、
又は選定後に事業者が正式な
協議及び申請・審査を実施する
ことを想定しているのかをご教示
ください。 

事前調査業務及び各種申請等
業務等に関する事項について
は、選定後に事業者が正式な協
議及び申請・審査を実施するこ
とを想定しています。 

37  

共 同 住 宅 へ の
用途変更に係る
関係機関との事
前協議 

15 2 3 (2)     

既存建物は計画通知上「寄宿
舎」とされている一方、既存図面
上、各居室には台所、浴室及び
便所が設けられています。本事

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問 番号 6」への回答を参照
してください。 
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業における共同住宅への用途
変更にあたり、既存建物の用途
上の取扱いを含め、本学におい
て既に関係行政庁、確認検査機
関等との事前協議を実施してい
る事項がありましたら、その内容
をご教示ください。 

38  

いずみナーサリ
ー の 用 途 変 更
に係る関係機関
との事前協議 

15 2 3 (2)     

要求水準書に記載されている、
いずみナーサリーの「保育所へ
の用途変更」の手続きについ
て、本学において既に関係行政
庁、確認検査機関、消防署等と
の事前協議を実施している事項
がありましたら、その内容をご教
示ください。 

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問 番号 6」への回答を参照
してください。 

39  
エレベーター増
築に係る関係機
関との事前協議 

15 2 3 (2)     

本事業におけるエレベーター増
築について、本学において既に
関係行政庁、確認検査機関、消
防署等との事前協議を実施して
いる事項がありましたら、その内
容をご教示ください。 

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問 番号 6」への回答を参照
してください。 

40  申請等業務 15 2 3 (2)     

建築確認申請(いずみナーサリ
ーにおける用途変更の手続きも
含む)とあります。いずみナーサリ
ーの用途変更申請に関わる、既
存図(建築および設備の改修図)
は全て現存し貸与いただけると
の理解でよろしいですか。現存し
ない場合(一部でも)、申請図面
の作成等についても本業務の対
象となりますか。 

・いずみナーサリーの用途変更
申請に係る現存しない図面や、
申請図面の作成等について
は、本業務の対象とします。 

・追加で参考資料を提示します。
（「④ 要求水準書／資料に関
する質問」番号 18 への回答を
参照してください。） 

41  
基 本 設 計 終 了
時の提出書類 

16 2 4 (3) 2) ② イ  

電気設備工事の記載に「受変電
設備」の記載がありますが、借室
電気室のため、除外されると考
えて宜しいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

42  
基 本 設 計 終 了
時の提出書類 

16 2 4 (3) 2) ② イ ｆ 

電気設備工事のランニングコスト
の算出については、あくまで基
本設計時における想定使用量
から算出した概算金額程度と考
えて宜しいでしょうか。また、対象
となるのは、電力料金のみと考え
て宜しいでしょうか。 

基本設計終了時の提出書類とし
ての、電気設備工事のランニン
グコストの算出は不要とします。 

43  
基 本 設 計 終 了
時の提出書類 

16 2 4 (3) 2) ② ウ e 

機械設備工事のランニングコスト
の算出については、あくまで基
本設計時における想定使用量
から算出した概算金額程度と考
えて宜しいでしょうか。また、対象
となるのは、給水料金、ガス料金
のみでメンテナンス費用は除か
れると考えて宜しいでしょうか。 

基本設計終了時の提出書類とし
ての、機械設備工事のランニン
グコストの算出は不要とします。 

44  
透視図 (内観パ
ース) 

16 2 4 (3) 2) ③ ア  

内観図-適宜(各居室タイプ、共
用部分等)とありますが、部位お
よびカット数は事業者判断でよろ
しいですか。 

よろしいです。 

45  提出部数 17 2 4 (3) 2) ④   

提出部数欄に透視図(内外パー
ス)とありますが、外部パースも必
要ですか。必要な場合、カット数
等をご教示ください。 

必要です。外観パースのカット数
は事業者の提案とします。 

46  
いずみナーサリ
ーの運営 

19 2 5 (3) 1) ② エ  

いずみナーサリーは工事期間中
も運営しているが、用途変更も含
め建物全体として計画通知申請
が必要な場合、いずみナーサリ
ーの工事期間中の運営は仮使
用を想定しているかご教示くださ
い。 

いずみナーサリー部分の用途変
更に伴う工事は想定していませ
ん。なお、工事が必要となった場
合の運営等については、事業者
選定後に本学及び所管行政庁
等との協議によることを想定して
います。 

47  
事業者による完
成検査 

21 2 5 (3) 3) ① ア c 
文章出だしに「事選定業者」と記
載がございますが、事業者の事
でしょうか？ご教示下さい。 

「事選定業者」を「事業者」に修
正します。 
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48  
業 務 実 施 に 当
たっての考え方 

23 3 2 (2) 11)    

「学生等による故意の破損、落
書き等については（中略）原則当
該学生等の負担において修繕
等を実施する」とありますが、本
規定の対象範囲は専有部分だ
けでなく、共用部分における破
損・落書き等も含まれるのでしょ
うか。 

含まれます。 

49  
業 務 実 施 に 当
たっての考え方 

23 3 2 (2) 11)    

「学生等による故意の破損、落
書き等については（中略）原則当
該学生等の負担において修繕
等を実施する」とありますが、対
象範囲に共用部も含まれる場
合、破損・落書き等を行った者が
特定できなかった時の修繕費用
負担の考え方について、ご教示
いただけますでしょうか。 

本学の負担とします。 

50  
維 持 管 理 業 務
責任者の選定 

23 3 2 (3)     

維持管理業務責任者が行う業務
範囲が広く、法定点検など資格
が必要な業務もあるため、業務
開始前に大学に届け出て承諾を
受けることを前提に、再委託する
ことは可能でしょうか。 

可能です。 

51  
維 持 管 理 業 務
報告書 

24 3 2 (4)     

維持管理に関する要求水準に
記載されている各項目の業務計
画書や日報、月報、年度報など
定期的な報告書について、どの
ようなものを指しているのかサン
プルをご提示いただけますでし
ょうか。 

報告書の内容および体裁につ
いては、事業者の提案に基づき
事業者と本学の協議により定め
るものとします。 

52  防火管理者 24 3 2 (7) 4)    

防火管理者は大学が選任とある
が、防火管理者としての業務（消
防計画の策定や消防訓練の実
施）も含めて貴学にて実施すると
いう理解でよろしいでしょうか。 

防火管理者は大学が選任します
が、防火管理者としての業務（消
防計画の策定や消防訓練の実
施）は事業者で対応するものとし
ます。 

53  
修繕等による設
計図書の変更 

24 3 2 (7) 5)    

「修繕等により引渡し後建物に
改良を加える場合は、本学と協
議し、設計図書に変更が生じた
場合は、変更箇所を反映させる」
とありますが、設備機器の更新
や部品交換等の軽微な修繕に
ついては図面修正の対象外とい
う認識でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りですが、軽微な修
繕の範囲は、本学との協議によ
るものとします。 

54  
修繕等による設
計図書の変更 

24 3 2 (7) 5)    

「修繕等により引渡し後建物に
改良を加える場合は、本学と協
議し、設計図書に変更が生じた
場合は、変更箇所を反映させる」
とありますが、軽微な変更の場合
には手書き等での反映でもよろ
しいでしょうか。 

ご理解の通りですが、軽微な変
更の範囲は、本学との協議によ
るものとします。 

55  
日常点検と定期
点検の違い 

24 3 3 (2) 1)    

日常点検業務と定期点検業務
の違いについて、日常点検とは
清掃や巡回を行っている中で違
和感に気づくこと、定期点検とは
巡回中に数値などを確認するこ
と等の認識でよろしいでしょう
か。 

ご理解の通りです。なお、定期
点検の点検必須項目としては、
要求水準書ｐ25に記載の要求水
準を想定しています。 

56  
建 物 保 守 管 理
業務 定期点検
業務 

24 3 3 (2) 1) 2 イ  

「現場を巡回し、機能測定などに
より、異常の有無を確認する。」と
ありますが、機能測定が必要なも
のは何を指しているのかご教示
ください。 

定期点検における異常の有無の
確認をするための機能測定を想
定します。 

57  
建 物 保 守 管 理
業務 日常点検
業務 

24 3 3 (2) 1) ① ア  
任意業務とありますが、実施する
か否かは事業者判断という理解
でよろしいでしょうか。 

維持管理業務責任者が行う日常
的な業務については、ご理解の
通りです。 

58  
建 物 保 守 管 理
業務 日常点検
業務 

24 3 3 (2) 1) ① イ  

チェックリストを作成して日又は
週を単位として定期的に実施と
ありますが、実施周期は任意業
務となるため、事業者判断という
理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 
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59  
建 物 保 守 管 理
業務 定期点検
業務 

24 3 3 (2) 1) ② ア  

週、月又は年を単位として定期
的に実施するとありますが、実施
頻度は事業者判断とするという
理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。要求水準の
事項が維持される範囲で事業者
判断にて実施してください。 

60  
建 物 保 守 管 理
業務 定期点検
業務 

24 3 3 (2) 1) ② イ  
定期点検の点検必須項目をご
教示いただけますでしょうか。 

定期点検の点検必須項目として
は、要求水準書ｐ25 に記載の要
求水準を想定しています。 

61  
建 物 保 守 管 理
業務 要求水準 

25 3 3 (3)     

1）～9)の項目記載事項につい
て、外壁のチョーキングや塗装
面のひび割れなど経年劣化によ
り発生するものがあり、常に発生
させない状況を維持することは
難しい為、劣化の度合いをみて
大規模修繕時に修繕をするとい
う理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

62  
建 物 設 備 保 守
管理業務 日常
点検業務 

26 3 4 (2) 1) ① ア  
任意業務とありますが、実施する
か否かは事業者判断という理解
でよろしいでしょうか。 

建物設備保守管理業務にて行う
日常的な業務については、ご理
解の通りです。 

63  
建 物 設 備 保 守
管理業務 定期
点検業務 

26 3 4 (2) 1) ② イ  

週、月又は都市を単位として定
期的に実施するとありますが、実
施頻度は事業者で判断するとい
う理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。要求水準の
事項が維持される範囲で事業者
判断にて実施してください。 

64  
建 物 設 備 保 守
管理業務 定期
点検業務 

26 3 4 (2) 1) ② イ  

「現場を巡回し、機能測定などに
より、異常の有無を確認する。」と
ありますが、機能測定が必要なも
のは何を指しているのかご教授
ください。 

定期点検における異常の有無の
確認をするための機能測定を想
定します。 

65  点検記録 28 3 4 (2) 1)    

①～⑩の点検記録について、法
令上必要がない場合は記載の
点検を行う必要がないという理解
でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

66  
整備・補修・事
故記録 

28 3 4 (2) 2)    

「整備・補修・事故記録」の保存
媒体について、電子データによ
る保存は認められるのでしょう
か。 

電子データによる保存も可能とし
ます。 

67  
外 構 施 設 保 守
管理業務 
計画書 

29 3 5 (2) 1)    

外構施設保守管理業務計画書
の作成について、どのようなもの
を指しているかサンプルをいた
だけますでしょうか。 

報告書の内容および体裁につ
いては、事業者に基づき事業者
と本学の協議により定めるものと
します。 

68  
外 構 施 設 保 守
管理業務 
日常点検業務 

29 3 5 (2) 1) ① ア  
任意業務とありますが、実施する
か否かは事業者判断という理解
でよろしいでしょうか。 

外構施設保守管理業務にて行う
日常的な業務については、ご理
解の通りです。 

69  
外 構 施 設 保 守
管理業務 
定期点検業務 

29 3 5 (2) 1) ② ア  

週、月又は年を単位として定期
的に実施するとありますが、実施
頻度は事業者判断とするという
理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。要求水準の
事項が維持される範囲で事業者
判断にて実施してください。 

70  
外 構 施 設 保 守
管理業務 定期
点検業務 

29 3 5 (2) 1) ③ イ  

「現場を巡回し、機能測定などに
より、異常の有無を確認する。」と
ありますが、機能測定が必要なも
のは何を指しているのかご教授
ください。 

定期点検における異常の有無の
確認をするための機能測定を想
定します。 

71  
清 掃 衛 生 管 理
業務計画書 

30 3 6 (2)     

清掃衛生管理業務計画書の作
成について、どのようなものを指
しているかサンプルをいただけま
すでしょうか。 

報告書の内容および体裁につ
いては、事業者に基づき事業者
と本学の協議により定めるものと
します。 

72  
清 掃 衛 生 管 理
業務 日常清掃
業務 

30 3 6 (2) 1) ①   
任意業務とありますが、実施する
か否かは事業者判断という理解
でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

73  
清 掃 衛 生 管 理
業務 定期清掃
業務 

30 3 6 (2) 1) ①   

週、月又は年を単位として定期
的に実施するとありますが、実施
頻度は事業者判断とするという
理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

74  
清 掃 衛 生 管 理
業務 
害虫駆除業務 

30 3 6 (2) 4)    

害虫等駆除業務について 建築
物環境衛生管理基準に該当し
ない為、ねずみ等発生調査の定
期実施は必要がなく、発生した
場合に対処を行うという理解でよ

ご理解の通りです。 
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ろしいでしょうか。 

75  警備業務 33 3 7 (4) 2)    

出入館管理の例にオートロックと
ありますが、出入館の記録が必
須ということではなく、外部の方
が容易には入れないようにセキ
ュリティー対策をする提案があれ
ば要求水準を満たすという理解
でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

76  警備業務 33 3 7 (4) 6)    
戸締り、消灯の確認対象は学生
交流施設や管理人室という理解
でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

77  警備業務 33 3 7 (4) 8)    

「拾得物･遺失物は、本学が定め
る取扱いに基づき、一時預かり
及び本学への届け出を行うこと」
とありますが、拾得物は都度、学
生・キャリア支援課への届け出を
行うという認識でよろしいでしょう
か。 

拾得物･遺失物については、都
度記録を行う程度とし、本学への
届け出方法など具体的な運用方
法については、本学との協議に
よるものとする。 

78  
大 規 模 修 繕 業
務 

33 3 8      

45 年間の事業期間中に想定さ
れる給排水設備、受水槽、受変
電設備、昇降機設備、防災設
備、空調設備等の更新につい
て、事業者負担に含まれるものと
含まれないものを具体的にご教
示ください。 

要求水準書 p33 において、「本
事業における大規模修繕とは、
要求水準書及び提案書に示す
サービス水準を維持するととも
に、入居者及び利用者の安全性
及び維持管理運営の経済性を
確保できるようにすることを目的
として実施するものであり、当該
目的が到達できているのであれ
ば、これらを超える、建築仕上及
び設備機器の全面更新等までを
も求めているものではない」とし
て位置付けています。 

79  
躯体起因による
内外装・設備の
二次損傷 

33 3 8 (1) 2)    

供用開始後、貴学の費用負担と
される躯体の劣化又は損傷に起
因して、事業者が修繕・更新を
負担する内外装又は設備に損
傷が生じた場合、当該損傷の復
旧費用は貴学の負担となるとの
理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

80  
大 規 模 修 繕 業
務 

33 3 8 (1)     

大規模修繕の業務内容として、
「要求水準書及び提案書に示す
サービス水準を維持するととも
に、入居者及び利用者の安全性
及び維持管理運営の経済性を
確保できるようにすることを目的
として実施するものであり、当該
目的が到達できているのであれ
ば、これらを超える、建築仕上げ
及び設備機器の全面更新等ま
でをも求めているものではない」
とのことですが、修繕必要性の
有無について具体的な判断基
準を示していただけないでしょう
か。 

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問番号 78」への回答を参照
してください。 

81  
大 規 模 修 繕 業
務 

33 3 8 (1)     

大規模修繕の業務内容として、
「要求水準書及び提案書に示す
サービス水準を維持するととも
に、入居者及び利用者の安全性
及び維持管理運営の経済性を
確保できるようにすることを目的
として実施するものであり、当該
目的が到達できているのであれ
ば、これらを超える、建築仕上げ
及び設備機器の全面更新等ま
でをも求めているものではない」
とのことですが、要求水準書及
び提案書に示すサービス水準を
維持しつつ、入居者及び利用者
の安全性及び維持管理運営の
経済性を確保している場合で
も、入居者の要望により修繕が
必要となった場合の費用負担に

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問番号 78」への回答を参照
してください。 
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ついてご教示いただけないでし
ょうか。 

82  
大 規 模 修 繕 業
務 

33 3 8 (1) 3)    

大学が継続使用を指定するもの
を具体的にご教示いただけます
でしょうか。 

事業範囲内における既存の内
外装または設備については、資
料 19 に記載するものを除いて、
大学が継続使用を指定するもの
は、ありません。 

83  管理人の兼務 35 4 2 (5) 2)    

週５日以上かつ日中８時間以上
常駐する管理人について、運営
業務責任者を兼ねるとともに、常
駐時間中に施設管理業務その
他の運営業務又は維持管理業
務を行う体制としてよろしいでし
ょうか。 

本学より指定はないので、管轄
する行政の基準に従って計画し
てください。 

84  
入居手続き代行
業務 

35 4 2 (1) 1)    
入居手続代行業務とは具体的
にどのような業務を行うのか、ご
教示ください。 

「① 募集要項に関する質問番
号 8、9」への回答を参照してくだ
さい。 

85  
運営業務 事業
範囲 

35 4 2 (1) 1)    

施設管理業務の光熱水費につ
いては、入居者が直接供給会社
と契約支払いすることでもよろし
いでしょうか。 

よろしいです。 

86  
運営業務 事業
範囲 

35 4 2 (1) 1)    
保証金の計算とは、入居者から
預かるクリーリング費用の預り金
という理解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

87  家賃の滞納 35 4 2 (1) 1)    

徴収する努力は行う前提として、
入居者が家賃・共益費を滞納し
た場合でも、サービス購入費は
変更なく支払われるという認識で
よろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

88  
入 退 去 件 数 の
想定 

35 4 3 (1)     

空室補修、クリーニング、入退去
手続等の業務量を算定するた
め、大学が想定する標準的な在
寮期間及び年間の入居・退去件
数をご教示ください。 

具体的な在寮期間及び年間の
入居・退去件数は想定していま
せん。 

89  
募集・広報補助
の業務範囲 

35 4 3 (1)     

入居者の募集及び選定は原則
として大学が行う一方、事業者に
よる募集・広報補助が想定され
ています。事業者に求める補助
業務の具体的な範囲をご教示く
ださい。 

「① 募集要項に関する質問番
号8、9」への回答を参照してくだ
さい。 

90  
運営業務 事業
範囲 

36 4 2 (3) 2) ② イ  

事業者にて入居中の鍵を預から
ず（マスターキー含む）、紛失し
た場合は専門業者による開錠対
応のみとすることでも運用可能で
しょうか。 

可能とします。ただし、入居者の
鍵およびマスターキーを事業者
が管理しない運用とする場合で
あっても、鍵の紛失時、急病・安
否確認その他緊急時において、
入居者の安全確保および施設
管理上必要な対応が確実に行
える体制を事業者の責任におい
て構築してください。具体的な運
用方法については、事業者提案
によるものとします。 

91  
運営期間、時間
帯 

36 4 2 (5) 2)    

緊急対応は 24 時間とするとあり
ますが、対応が必要となる基準
についてご教示ください。また、
緊急対応についてコールセンタ
ーによる対応は業務水準を満た
すのでしょうか。 

・火災、病気、設備の異常等の
対応を想定していますが、具体
的な基準については、本学との
協議によるものとします。 

・コールセンターによる対応も要
求水準を満たすものとします。 

92  
利 用 料 金 等 の
未収リスク 

36 4 3 (2) 2) ①   

事業者が家賃、共益費、光熱水
費、インターネット利用料及び保
証金の徴収を行うこととされてい
ますが、入居者から未収金が生
じた場合、事業者が当該未収額
を立替納付する義務はなく、未
収リスクは大学が負担するとの理
解でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。ただし、入居
者からの未収金については、事
業者にて催促を行い、催促に応
じない場合は、本学へ報告する
こととします。 

93  
スマートロックに
よる鍵の収受 

36 4 3 (2) 3) ②   

スマートロック又はモバイルキー
を採用する場合、入居時の電子
鍵の発行及び退去時の利用権
限の失効をもって、鍵の収受に

ご理解の通りです。 



 (１８) 

No. 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ a 質問 回答 

関する要求水準を満たすとの理
解でよろしいでしょうか。 

94  
運営業務 事業
範囲 

36 4 3 (2) 2) ②   

インターネット費用は、建物一括
加入とし、空室の有無に関わら
ず建物で一定額とすることは可
能でしょうか。 

よろしいです。ただし、事業者の
独立採算にて実施することとしま
す。 

95  
水 光 熱 費 の 徴
収 

36 4 3 (2) 2) ③   

「光熱水費及びインターネット利
用料の契約方法及び徴収方法
は、入居者負担の公平性及び事
務負担を考慮することとする。」と
ありますが、入居者が水道・電気
業者へ直接支払いを行う方法は
可能でしょうか。 

よろしいです。 

96  
運営業務 事業
範囲 

36 4 3 (2) 3) ①   
英語対応が必要となる学生の割
合はどの程度になる想定でしょう
か。 

英語対応が必要となる学生の割
合について、本学の想定や方針
は特段ありません。 

97  
共 用 部 光 熱 水
費 等 の 負 担 方
法 

37 4 3 (2) 4)    

共用部分の光熱水費及び通信
費は本学の負担とされています
が、募集要項別紙では運営費相
当に含むものとされています。事
業者が供給事業者と契約して実
費を支払い、本学が当該実費を
別途精算するのか、又は固定的
な運営費相当に含めるのか、支
払方法をご教示ください。 

「① 募集要項に関する質問番
号 34」への回答を参照してくださ
い。 

98  
学 生 交 流 施 設
貸出規定 

37 4 3 (2) 5)    

学生交流施設貸出規定等につ
いて、想定する利用時間、予約
単位、利用対象者及び管理人
不在時の利用可否をご教示くだ
さい。 

原則事業者の提案としますが、
詳細については、本学との協議
によるものとします。 

99  保証金 38 4 5 (2) 3)    

保証金の預かり方法について、
別で事業者が預かるのではな
く、事業者が徴収して大学に預り
金を送金する方法でもよろしい
でしょうか。 

事業者にて徴収し、事業者にて
管理することを想定しています。 

100  
生活品レンタル
の 受 注 配 送 方
式 

38 4 7 (1) 1)    

生活品レンタルについて、施設
内に在庫を常備せず、入居者か
らの申込み後に外部の提携事
業者が調達、配送、据付け及び
回収を行う受注配送方式で要求
水準を満たすとの理解でよろし
いでしょうか。 

ご理解の通りです。 

101  
生活品レンタル
用スペース 

39 4 7 (1) 2)    

生活品レンタルの実施に当たり
本学が無償で貸し付ける施設部
分について、想定する位置及び
使用可能面積をご教示くださ
い。 

事業者の提案によるものとしま
す、なお、「③ 要求水準書／本
文に関する質問 番号 100」への
回答を参照してください。 

102  生活品レンタル 39 4 7 (1) 1)    
レンタル期間の最低期間等の定
めはありますでしょうか。 

最低期間の設定はありません。 

103  生活品レンタル 39 4 7 (1) 1) ①   

レンタル対象品は、記載の物が
必須で、それ以外は提案による
ものという認識でよろしいでしょう
か。 

ご理解の通りです。 

 

＜ ④ 要求水準書／資料に関する質問 ＞ 

No. 項目 番号 ○○枚目 上・中・下 質問 回答 

1  配置図 1   

「本事業開始後、こども園園庭か
ら本事業計画地の出入はないも
のとする」とありますが、園庭と本
事業計画地の境界部分はどのよ
うな形になることを想定されてお
りますでしょうか。 

現行の通り、園庭と本事業計画
地の境界部分については、メッ
シュフェンスとします。 

2  配置図 1   

本事業計画地の北西部分に、
「事業開始前に大学にてフェン
ス設置（本事業開始後も常設設
置）」とありますが、フェンス設置
予定の位置図や高さ、仕様等、

高さ 1,800 ㎜程度のメッシュフェ
ンスを想定しています。 



 (１９) 

No. 項目 番号 ○○枚目 上・中・下 質問 回答 

現時点での想定をご教示頂く事
可能でしょうか。 

3  配置図 1   

紫色に配色された範囲が本事業
範囲となるとのことですが、計画
地北西側に敷地境界線内にも
かかわらず本事業対象外となっ
ている理由や、こども園との敷地
境界線から本事業範囲が越境し
ている理由等、計画敷地設定根
拠をご教示頂けないでしょうか。 

・敷地西側に隣接するこども園の
登園ルートとして、こども園の北
側を通り、こども園東側の玄関
を利用するため、計画地北西
側の敷地を本事業対象外とし
ています。 

・本事業開始後、こども園の登園
ルートはこども園北側のみとな
り、こども園東側の部分につい
ては、こども園による管理がで
きないため、本事業の範囲に含
めています。 

4  配置図 1   

計画地隣地のこども園の敷地境
界線に対して本事業範囲が越境
しているのですが、事業期間中
及び事業期間後に越境による是
正等の対応責任は問われないと
いう整理でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

5  擁壁図面 10 1  

本図面は計画地北側にある擁壁
に関する図面という理解でよろし
いでしょうか。本図面が示す擁壁
の位置が分かる案内図を合わせ
てご教示いただけないでしょう
か。 

ご理解の通り、赤枠で囲まれた
部分が計画地北側の擁壁を示し
た図面です。 

6  擁壁図面 10 3  

赤色で示された「撤去」がすでに
撤去されている部分を示すの
か、あるいは撤去が必要な部分
なのか、何を示すのか解説願い
ます。 

赤色で示された「撤去」について
は、すでに撤去された部分を示
しています。 

7  
電気設備改修
図、消防点検記
録等 

12、14   

給排水設備、給湯設備、受水
槽、ポンプ設備、電気設備等に
関する劣化診断結果、修繕履
歴、更新履歴等の資料がありま
したらご開示ください。 

追加で下記資料をご提示しま
す。 
・追加資料４_定期検査報告書 
・追加資料５_簡易専用水道検査
結果報告書 

8  
電気設備改修
図 

12 7 上 

「保育室エアコン室外機」の記載
がありますが、負荷容量の記載
がございません。借室電気室の
変圧器容量の検討に必要です
ので、負荷容量をご教示下さ
い。 

下記の通りです。 
【保育室】 
  冷房能力 4.0ｋ 

消費電力 3.67ｋW 
【ほふく室】 
  冷房能力 2.2ｋW 
 消費電力 0.188ｋW 

9  
外 部 の 施 工 範
囲 

15   

本図面は本事業で必要な外壁
改修及び防水改修の範囲を示し
た図面という理解でよろしいでし
ょうか。 

ご理解の通りです。 

10  
外 部 の 施 工 範
囲 

15   

今まで外壁改修及び防水改修
を行った履歴等はありますでしょ
うか。もしある場合は、ご教示頂
けないでしょうか。 

外壁改修及び防水改修の実績
はありません。 

11  備蓄品リスト 16   

備蓄品として必要な物は確認で
きたのですが、各備品を備蓄す
るためにどれぐらいのスペースが
必要かどうか不明です。想定さ
れる必要な諸室の面積をご教示
頂けないでしょうか。 

「③ 要求水準書／本文に関す
る質問番号 34、35」への回答を
参照してください。 

12  
防 災 備 蓄 品 の
参照資料 

16 - - 

要求水準書 13 頁の防災備蓄ス
ペースでは「資料 17」を参照する
とされていますが、資料一覧に
おける「資料 16（参考）備蓄品リ
スト」を参照する趣旨との理解で
よろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

13  植栽リスト 17      

ブロック 10 の植栽リストが示され
ていますが、敷地境界線は数ｍ
程度、北側に設定されていま
す。東京都および文京区の緑化
計画を検討するにあたり、ブロッ
ク 10 以外で本業務の計画敷地

追加で下記資料をご提示しま
す。 
・追加資料６_（参考）植栽管理図
（敷地北側） 



 (２０) 

No. 項目 番号 ○○枚目 上・中・下 質問 回答 

部の植栽リストがあれば提供願
います。無い場合、現段階でど
のように緑化計画を行うかご教示
下さい。 

14  
事業改修範囲
外の既存インフ
ラの取扱い 

19   

事業改修範囲外とされている既
存インフラについて、本事業の
実施に伴う系統分離又は切り回
しのために当該範囲外部分の改
修が必要となった場合、当該改
修は本事業の施設整備業務に
は含まれないとの理解でよろし
いでしょうか。 

ご理解の通りです。 

15  
（参考）各種イン
フラの改修範囲
図 

19    

令和８年７月３日付（仮称）お茶
の水女子大学新学生寮整備運
営事業 事業方針等に関する質
問回答書及び意見書 p29 番号
99 の大学が継続使用を指定す
る既存内外装・設備は今回の募
集要項等において提示頂けると
の事でしたが、これは本要求水
準書の資料 15 と 19 に提示され
ているという理解で宜しいでしょ
うか？ご教示下さい。 

ご理解の通りです。 

16  
資料 19 の公表
時期 

19 - - 

要求水準書冒頭の資料一覧で
は、資料 19 を「令和 9 年 8 月 7
日（金）まで」に公表予定としてい
ますが、「令和 8 年 8 月 7 日（金）
まで」の誤記との理解でよろしい
でしょうか。 

ご理解の通りです。 

17  
提供資料と現況
の不整合 

各資料 各資料  

貴学から提供された竣工図、改
修図、設備図その他の既存資料
の記載内容と現況に相違があ
り、その相違を提案時の現地確
認では合理的に把握することが
困難であったことにより追加工事
が必要となった場合、その合理
的な追加費用は、貴学との協議
対象となるとの理解でよろしいで
しょうか。 

ご理解の通りです。 

18  資料等 その他   

いずみナーサリーの現状の図面
をご提供いただくことは可能でし
ょうか。 

追加で、下記資料をご提示しま
す。 
・追加資料７_（参考）いずみナー
サリー改修計画図 

19  資料等 その他   

いずみナーサリーの図面との整
合性を確認するために現地調査
を実施することは可能でしょう
か。 

「① 募集要項に関する質問 番
号 20、21」への回答を参照してく
ださい。 

 

＜ ⑤ 事業者選定基準に関する質問 ＞ 

No 項目 頁 １ (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

1  
事 業 期 間 の 技
術評価 

7 5 (3) 2) ① ｲ 

提案する維持管理・運営期間の
長短自体は、技術評価の対象と
なるでしょうか。対象となる場合
は、該当する評価項目及び評価
の考え方をご教示ください。 

事業者選定基準によるものとしま
す。 

2  
学 生 交 流 施 設
数の評価 

8 5 (3) 2) ③ ｳ 

学生交流施設は 2 室から 5 室ま
での事業者提案とされています
が、室数を多く確保すること自体
を評価するのか、又は室数によら
ず機能、運用及び入居率向上へ
の効果を評価するのか、ご教示く
ださい。 

事業者選定基準によるものとしま
す。 

3  
事業期間が異な
る場合の価格評
価方法 

8 5 (3) 2) ④ ｱ 

維持管理・運営期間について応
募者ごとに異なる期間を提案す
ることが可能とされていますが、
事業者選定基準における価格評
価の「見積金額」は、各応募者の
見積金額を提案する事業期間で

事業者選定基準によるものとしま
す。 



 (２１) 

No 項目 頁 １ (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

除する等、事業期間の差を補正
した金額により比較するのでしょ
うか。価格評価における具体的
な算定方法をご教示ください。 

4  
任 意 の 独 立 採
算事業の評価 

8 5 (3) 2) ⑥  

事業者提案による運営業務は任
意の独立採算事業とされていま
すが、当該業務を提案しない場
合、技術評価項目⑥の評価点は
0 点となるのでしょうか。 

ご理解の通りです。 

5  
賃料に関する評
価 

9 5 (4) 1)   

合計評価点が同点の場合に用
いる「賃料に関する評価」につい
て、評価対象となる提案値及び
優劣の判定方法をご教示くださ
い。 

合計評価点が同点の場合に用
いる「賃料に関する評価」につい
ては、見積金額とします。 
「② 様式集に関する質問番号
17」への回答を参照してくださ
い。 

6  
事 業 期 間 差 の
価格補正 

9 5 (3) 3) ⑦  

維持管理・運営期間は 45 年間
以内で下限がなく、価格評価は
全事業期間の見積金額の単純
比較とされています。短い事業
期間ほど金利、維持管理・運営
費及び大規模修繕費の計上額
が小さくなるため、比較条件を揃
える観点から、共通の評価期
間、年額換算又は現在価値換算
等による補正を行う考えはありま
すか。 

事業期間の長短による補正等は
行いません。 

7  
改 修 整 備 戸 数
差の価格補正 

9 5 (3) 3) ⑦  

改修整備戸数は 49 戸から 52 戸
までの事業者提案であり、提案
戸数によってサービス購入費の
上限が異なります。価格評価に
おいて、戸数差を考慮した 1 戸
当たり金額等による補正を行う考
えはありますか。 

提案戸数による補正等は行いま
せん。 

 

＜ ⑥ 基本協定書（案）に関する質問 ＞ 

No. 項目 頁 条 項 質問 回答 

1  当事者の義務 1 2  

事業契約締結に向けた協議に
おいて、優先交渉権者決定後に
要求水準や契約条件の明確化
に伴う調整は可能との理解でよ
ろしいでしょうか。 

募集手続の公平性の観点から、
要求水準や契約条件の明確化
は、原則として募集要項等に関
する質問回答の手続において行
ってください。ただし、優先交渉
権者の決定後に、大学が合理的
と認める範囲で、事業者提案の
内容に応じて明確化に伴う調整
を行う余地はあります。 

2  
事業契約不調
の場合の処理 

2 8 3 

事業予定者又は事業グループ
の責めに帰すべき事由の場合と
大学の責めに帰すべき事由によ
り事業契約の締結に至らなかっ
た場合の費用負担・損害賠償の
条件が、条文を比較すると公平
ではないように思います。大学の
責めに帰すべき事由により事業
契約の締結に至らなかった場
合、合理的な範囲とありますが、
「合理的な範囲」が抽象的な表
現と思います。 

原案の通りとします。 

3  
事業契約不調
の場合の処理 

3 8  

「第１項の規定にかかわらず、大
学の責めに帰すべき事由により
事業契約の締結に至らなかった
場合、大学は、事業グループが
本基本協定の締結以降に本事
業の準備のために支出した費用
を合理的な範囲で負担するもの
とする。」とありますが、事業グル
ープが支出した費用について
は、基本協定締結以降ではな
く、参加申込確認審査結果の通
知以降に発生した費用を負担い

原案の通りとします。 



 (２２) 

No. 項目 頁 条 項 質問 回答 

ただくようご検討頂けないでしょう
か。 

4  
資 金 調 達 が 成
立しない場合の
帰責事由 

3 8 2 

提案時に合理的な資金調達計
画を策定し金融機関との協議を
行ったにもかかわらず、金融機
関の融資審査その他事業グル
ープが合理的にコントロールす
ることが困難な事由により必要な
資金調達が成立せず、事業契
約の締結に至らなかった場合、
第 8 条第 2 項の「事業予定者又
は事業グループの責めに帰す
べき事由」に該当するかをご教
示ください。 

事業契約の締結に至らなかった
理由が、事業予定者又は事業グ
ループにおいて必要な資金調
達ができなかったことによる場
合、第8条第2項「事業予定者又
は事業グループの責めに帰す
べき事由」に該当します。 

5  
違 約 金 算 定 の
基礎となる見積
金額 

3 8 2 

第 8 条第 2 項に規定する違約金
の算定基礎である「本事業にか
かる見積金額相当額」につい
て、具体的にどの様式に記載す
る金額を指すのかをご教示くだ
さい。 

応募者が「＜様式２０＞見積金
額」に記載した「見積金額（税込
み））」を指します。 

6  
事業契約不調
時 の 違 約 金 の
算定基礎 

3 8 2 

事業者又は事業グループの責
めに帰すべき事由により事業契
約の締結に至らなかった場合の
違約金は、維持管理費相当、運
営費相当及び金利支払額を含
む全事業期間の見積金額の 5％
を算定基礎とするとの理解でよ
ろしいでしょうか。 

「⑥ 基本協定書（案）に関する
質問 番号5」への回答を参照し
てください。 

7  
事業契約不調
時の違約金額 

3 8 2 

事業契約締結前に適用される違
約金については、施設費相当を
算定基礎とする、又は上限額を
設定する取扱いとしていただけ
ないでしょうか。 

原案の通りとします。 

 

 ＜ ⑦ 事業契約書（案）に関する質問 ＞ 
 

No. 項目 頁 章 節 条 項 号 質問 回答 

1  業務計画書等 3 1  1 1 (9) 

第 1 章（９）２行目誤字脱字がござ
います（下記の通り）。その詳細
は募集要項等、要求水準書及び
応募者提案いて規定するとおりと
する。 

事業契約書第1条第9号の「その
詳細は募集要項等、要求水準書
及び応募者提案いて規定すると
おりとする。」を、「その詳細は募
集要項等、要求水準書及び応募
者提案において規定するとおりと
する。」に修正します。 

2  

提案時の改修工
事費積算におけ
る行政協議の取
扱い 

6 2  7   

提案書提出時に改修工事費を
積算するに当たり、消防、建築そ
の他の関係行政機関との協議に
より工事内容が確定する事項に
ついて、提案書提出前に応募者
が関係行政機関との事前協議を
実施し、その結果を改修工事費
に反映することを求めるものか、
又は提案時には関係法令等に
基づき合理的に想定した内容及
び金額を計上し、選定後の正式
な協議及び申請・審査を経て確
定することを想定しているのかを
ご教示ください 

大学としては、関係行政機関との
協議の実施時期を指定するもの
ではありませんが、応募者は自
己の責任において募集要項等を
検討し、関係法令を遵守できるよ
うな工事内容及び金額等の提案
を行ってください。関係行政機関
との協議内容が提案後に確定し
たことを理由に、金額の変更を行
うことはありませんので、ご留意く
ださい。 

3  

関係行政機関等
との協議・審査
結果による追加
費用 

6 2  7   

本事業の設計・施工に際し、法
令そのものの変更によらず、関係
行政機関等との協議又は正式な
申請・審査の結果、提案時に合
理的に想定することが困難であ
った設計変更、仕様変更又は追
加工事が必要となった場合、当
該変更等が事業者の責めに帰
すべき事由によらないときに生じ
る合理的な追加費用の負担区分
をご教示ください。 

原則として事業者負担となります
が、第1条第29号に定める「法令
変更」に該当する場合には、第
13条第6項等の関連規定が適用
される可能性もあります。 



 (２３) 

No. 項目 頁 章 節 条 項 号 質問 回答 

4  

既 往 調 査 で 確
認・推定でき な
いアスベストの追
加費用 

7 2  8   

既往調査で確認又は推定するこ
とができない箇所から新たにアス
ベスト含有建材が発見された場
合について、事業方針等に関す
る質問回答書 No.103 では、追加
費用の取扱いを貴学と事業者で
協議のうえ定めるものとされてい
ます。当該追加費用は、第 8 条
にかかわらず、貴学との協議対
象となるとの理解でよろしいでし
ょうか。 

事業者のアスベスト調査の結果、
大学が事業者選定手続きにおい
て提供した調査結果との矛盾又
は齟齬が確認された場合には、
第21条第3項に基づき、合理的
な範囲で大学が追加費用を負担
します。 

5  
既存建物の予見
困難な不具合に
係る追加費用 

9 3  13 8  

第 13 条第 7 項及び第 8 項では、
貴学が提供した本土地に関する
調査資料から確認できない本土
地の瑕疵等について追加費用の
負担が定められていますが、既
存建物について、提案時に提供
された資料及び現地確認では合
理的に把握することが困難であ
った躯体、既存設備又は隠蔽部
等の不具合が工事着手後に判
明し、追加工事が必要となった場
合、当該追加工事に係る合理的
な追加費用の負担区分をご教示
ください。 

事業者の既存建物の調査の結
果、大学が事業者選定手続にお
いて提供した調査結果との矛盾
又は齟齬が発見された場合に
は、第21条第3項に基づき、合理
的な範囲で大学が追加費用を負
担します。ただし、「本事業の改
修範囲について、原則として躯
体を除く、内外装および設備に
ついては、全面的に更新するも
のとする。ただし、劣化状況等を
踏まえ、事業者の判断により、既
存の内外装または設備を継続使
用 す る 提 案 も 可 能な も の とす
る。」と規定していることに留意し
てください。なお、既存の内外装
または設備を継続使用することの
判断は、現地見学会等を通じて
事業者の責任で行うものとしま
す。 

6  
大学提供資料と
既存建物現況と
の不整合 

11 4 2 21 3  

第 21 条第 3 項では、貴学が提供
した調査結果との矛盾又は齟齬
について追加費用の負担が定め
られていますが、既存建物の竣
工図、改修図、設備図その他貴
学から提供された資料と現況との
間に、提案時の現地確認では合
理的に把握することが困難な相
違があり、追加工事が必要となっ
た場合の合理的な追加費用の負
担区分をご教示ください。 

「⑥ 基本協定書（案）に関する質
問 番号5」への回答を参照してく
ださい。 

7  
事業者の責めに
よらない工期変
更時の追加費用 

14 4 5 31 2  

第 31 条第 2 項では、不可抗力、
法令変更又は事業者の責めに
帰すことのできない事由による工
期、引渡日又は供用開始日の変
更が規定されていますが、第 33
条では大学帰責、事業者帰責、
不可抗力及び法令変更の場合
の費用負担のみが規定されてい
ます。これらのいずれにも該当し
ない事業者の責めに帰すことの
できない事由により工期等が変
更され、追加費用が発生した場
合の費用負担区分をご教示くだ
さい。 

第３３条各号のいずれにも該当し
ない場合の費用は、原則として
事業者負担とします。 

8  
工期、引渡し日
又は供用開始日
の変更 

14 4 5 31 3  

不可抗力、法令変更又は事業者
の責めに帰すことのできない事
由により工期、引渡日又は供用
開始日を遵守できないことを理由
として事業者が工期、引渡日又
は供用開始日の変更を請求した
場合、３項で工期、引渡日又は
供用開始日が変更された場合で
も、事業期間の終期は変更しな
い。とあります。不可抗力、法令
変更内容によっては事業期間終
期を守れない事もあるかと思いま
すが、その場合はどのようにお考
えでしょうか？条文内容修正は
可能でしょうか？ 
ご教示下さい。 

同条第３項の「但し、工期、引渡
日又は供用開始日が変更された
場合でも、事業期間の終期は変
更しない。」を「但し、当該変更が
事業者の責めに帰すことのでき
ない事由によるものでありかつ両
当事者が事業期間の終期変更
が必要であると合意した場合を
除き、事業期間の終期は変更し
ない。」に変更します。 



 (２４) 

No. 項目 頁 章 節 条 項 号 質問 回答 

9  
建設工事の一時
中止 

14 4 5 32 2  

第３１条同様に、建設工事の中
止内容によっては事業期間終期
をまもれない事もあるかと思いま
すが、その場合はどのようにお考
えでしょうか？条文内容修正は
可能でしょうか？ご教示下さい。 

同条第３項の「但し、工期、引渡
日又は供用開始日が変更された
場合でも、事業期間の終期は変
更しない。」を「但し、当該変更が
事業者の責めに帰すことのでき
ない事由によるものでありかつ両
当事者が事業期間の終期変更
が必要であると合意した場合を
除き、事業期間の終期は変更し
ない。」に変更します。 

10  
工期変更等の場
合の費用負担 

15 4 5 33 1 

(1)

～

(4) 

＜⑥基本協定書（案）に関する質
問＞条文２ページ第２条３項同
様、大学の責めに帰すべき事由
と事業者の責めに帰す場合の費
用負担を比較すると公平ではな
いように思います。 

原案の通りとします。 

11  
不可抗力による
損害 

15 4 5 35   

別紙６に規定する負担割合は承
知致しました。但し、大学の負担
は合理的な範囲に限るものとす
る。の表現は公平ではないように
思います。 

原案の通りとします。 

12  
本施設の引渡し
遅延による費用
負担 

16 4 6 39 1 

(1)

～

(3) 

大学の負担は、合理的な範囲に
限るものとする。の表現は公平で
はないにように思います。 

原案の通りとします。 

13  
維持管理業務責
任者の所属 

18 5 1 42 4  

事業者が維持管理業務を維持
管理企業に委託して実施し、SPC
自体が現場職員を直接雇用しな
い体制とする場合、維持管理業
務責任者は、主たる維持管理業
務を担う維持管理企業の正社員
を選任できるとの理解でよろしい
でしょうか。 

ご理解の通りです。 

14  
運営業務責任者
の所属 

18 5 1 42 4  

事業者が運営業務を運営企業に
委託して実施し、SPC 自体が現
場職員を直接雇用しない体制と
する場合、運営業務責任者は、
主たる運営業務を担う運営企業
の正社員を選任できるとの理解
でよろしいでしょうか。 

ご理解の通りです。 

15  
維持管理・運営
業務責任者の兼
務 

18 5 1 42 4  

必要な知識、技能及び業務遂行
体制を確保することを前提に、同
一の者が維持管理業務責任者と
運営業務責任者を兼務すること
は可能でしょうか。 

業務への支障が無いことを条件
に、兼務も可能とします。 

16  
非常時、緊急時
の対応 

21 5 2 54 2  

非常時、緊急時の対応は、サー
ビス購入費に含まれるものとす
る。前項の業務の実について大
学はその他の追加の支払うことを
要しない。と記載がありますが、
その時の状況によっては、サービ
ス購入費以外の費用が発生する
場合も考えられますので、サービ
ス購入費に含まれるものとする。
の表現見直しをお願い致しま
す。 

原案の通りとします。 

17  
必須独立採算事
業の変更等 

22 5 3 58 4 (1) 

生活利便サービス業務は長期に
わたり中止及び変更できないこと
とされていますが、需要の著しい
低下、商品・サービスの陳腐化、
提携事業者の撤退等の合理的
な事情が生じた場合は、本学の
承諾を得て内容の変更又は代替
サービスへの切替えを可能として
いただけないでしょうか。 

同条第４項の「但し、第１項第２号
の業務については、・・・」を「但
し 、 第 １ 項 の 各 業 務 に つ い て
は、・・・」に変更します。 

18  
サービス購入費
の変更 

23 6  60 2  

本契約の締結の日から５年を経
過した場合において、相当の技
術の進歩により市場の実勢価格
を勘案して維持管理費相当又は
運営費相当が著しく不相当とな

原案の通りとします。 



 (２５) 

No. 項目 頁 章 節 条 項 号 質問 回答 

ったときは、大学又は事業者は
維持管理費相当又は運営費相
当の変更を請求することができ
る。とありますが、昨今経済状況
は目まぐるしく変動しているの
で、５年を経過した場合ではな
く、経済状況等により●●が著し
く不相当となったときに、と表現
見直しをお願い致します。 

19  
事業期間満了前
の検査時期 

24 7 1 64 2  

事業期間満了前に大学が実施
する施設検査について、満了日
の何年前又は何か月前に実施
することを想定しているかご教示
ください。 

確定ではないですが、満了日の
12か月から6か月程度前に、施設
検査の実施を想定しています。 

 

＜ ⑧ その他に関する質問 ＞ 

No. 項目 質問 回答 

1  リスク分担表 
事業方針にはリスク分担表(案)が添付されておりま
したが、公募後の資料にはリスク分担表の添付が
ないため、ご公表いただくことは可能でしょうか。 

リスク分担表はあくまで事業方針公表時の参考とし
て提示したものであり、リスク分担は、基本協定書
や事業契約書の記載が優先されます。 

2  
引 渡 後 の 契 約
解除 

維持管理及び運営期間中に、不可抗力の要因(大
災害等)により本施設が全壊又は損傷がひどく、修
繕を施しても利用が困難となり、維持管理及び運
営業務の遂行が不可能であると判断された場合に
ついて、契約解除後の残存期間での分割払いを
行うと、金利変動による支払金額の増減など、お互
いに事務負担が発生する事が予測されるため、施
設整備費相当の残額を一括払いにて事業者へ支
払う方が良いと考えますが、ご検討願います。 

原則として、施設整備費相当の残額を解除前のス
ケジュールに従って事業者に支払うものとします
が、両当事者が合意した場合は、これに替わる支
払方法とすることを妨げるものではありません。 

3  施設見学 

現地見学会の際に、本事業内容を検討するために
大学敷地内の施設を見学させていただくことは可
能でしょうか。 

原則として、大学敷地内の見学はできませんが、
講義等に支障のない範囲内で、本学と協議のう
え、本学敷地内の見学は可能とします。本学敷地
内の見学を希望する場合は、担当部局まで、メー
ルにて連絡をお願いします。学内にて対応可否を
判断のうえ、連絡します。 

 


